
新型コロナウイルス感染症の影響を受けて、2020年１月～３月期の実質国内

総生産（ＧＤＰ）速報値は、前期比の年率換算で3.4％減となり、民間シンクタ

ンクによれば、４～６月期にはリーマンショックを超える未曽有の落ち込みが

予測されている。

社会、経済の危機的状況を受けて、本県でも「休業等要請協力金」や厳しい

状況に置かれた事業者への追加支援としての単独融資事業を実施するなど、各

地方自治体が地域の実情に即した多様な支援策を講じており、医療体制と国民

の命、暮らし、経済を守り、コロナ禍を乗り切るため、なお一層の予算措置が

必要である。

よって、国におかれては、次の事項を早急に実現するよう強く求める。

１ 「新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金」及び「新型コロ

ナウイルス感染症緊急包括支援交付金」を飛躍的に増額し、財政力の低い

自治体において効果的に対策を実施できるよう重点配分を行うこと。

２ 「新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金」及び「新型コロ

ナウイルス感染症緊急包括支援交付金」において、地方の実情に応じた柔

軟な執行を可能とすること。

３ 県単独融資事業による保証料補給や利子補給の後年度にわたる財源とし

て、臨時交付金を用いた基金の造成等を認めること。

以上、地方自治法第99条の規定により意見書を提出する。
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